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＜キーワード＞ 

実施可能要件 

 

＜抜粋＞ 

特許制度は，発明を公開する代償として，一定期間発明者に当該発明の実施

につき独占的な権利を付与するものであるから，明細書には，当該発明の技術

的内容を一般に開示する内容を記載しなければならない。法３６条４項が上記

のとおり規定する趣旨は，明細書の発明の詳細な説明に，当業者が容易にその

実施をすることができる程度に発明の構成等が記載されていない場合には，発

明が公開されていないことに帰し，発明者に対して特許法の規定する独占的権

利を付与する前提を欠くことになるからであると解される。 

そして，本件のような物の発明における発明の実施とは，その物を生産，使

用等をすることをいうから（２条３項１号），物の発明については，その物を

製造する方法についての具体的な記載が必要であるが，そのような記載がなく

ても明細書及び図面の記載並びに出願時の技術常識に基づき当業者がその物を

製造することができるのであれば，実施可能要件を満たすということができる。 

 

被告は，炭素膜についての実施可能要件を論ずるに当たっては，請求項１で

特定された炭素膜の材質，構造あるいは製造方法の異同が本質といえるもので

あって，その用途の相違は格別問題とならないと主張する。しかし，対象とし

ている用途が異なることに起因して着目している炭素膜の構造や特性が異なっ

ており，本願発明では，アモルフォス構造等の中に秩序立ったｓｐ３結合炭素（ダ

イアモンド構造）を非常に少量，均一性をもって分散させることに着目するの

に対し，甲１刊行物及び甲２刊行物は，均一な多結晶ダイアモンド層を形成す

ることに着目していることからみて，膜構造について着目している点がそもそ

も異なり，かつ，実際の膜構造も異なっているのであるから，甲１刊行物及び

甲２刊行物を実施可能要件判断のための技術水準の認定に用いることは，相当

でない。 

よって，甲１刊行物及び甲２刊行物に基づき技術水準の認定をした本件審決

の上記判断は，誤りである。 

 

本来，物の発明において，適用可能な条件範囲全体にわたって，実施例が必

要とされるわけではない。物の発明においては，物を製造する方法の発明にお



いて，特許請求の範囲に製造条件の範囲が示され，公知物質の製造方法として，

方法の発明の効果を主張しているケースとは，実施例の網羅性に関して，要求

される水準は異なるものと解される。 


